
Ⅰ 資料 
献血者健康被害の 救済に関する 主な論点 ( 案 ) 

Ⅰ 現行体制の問題点 

・現行制度では、 献血者の健康被害に 対して見舞金制度で 対応しているが、 献 

血 者への支払いが 血液センターごとの 判断に委ねられており、 透明性、 公平 

性の確保が図られているとは 言えない。 

・献血者の健康被害について 採血事業者の 過失を明らかにすることが 困難な 

場合が多く、 十分な救済が 受けられていない 現状にあ る。 特に長期・重症者 

ほ ついては、 十分な補償がなされていない 可能性があ る。 

l2  新たな救済制度の 基本的な考え 利 
・献血者に健康被害が 生じた場合は、 献血者の請求に 基づいて迅速かっ 公正に、 

事実確認、 因果関係の有無に 係る判定を行い、 一定の基準に 該当する者に 対 

しては、 軽症者であ れば治療費・ 交通費程度を 支払い、 長期・重症者に 対し 

ても、 障害年金等の 給付を行 う 必要があ るのではないか。 

3  救済の責務 

・採血事業者は、 直接採血行為を 実施する立場にあ り、 健康被害の対応に 当た 

っても中心的な 役割を果たすべきという 社会的責任を 担っていることから、 

新たな制度は 採血事業者を 中心として設計されるべきではないか。 

・国は、 血液製剤に関し 国内自給が確保されることとなるよ う に必要な措置を 

講ずるよ う 努めることとされており、 献血者が安心して 献血に参加できるよ 

ぅ 、 救済制度においても、 判定基準の作成、 判定状況の監視等一定の 役割を 

果たす必要があ るのではないか。 

4  救済の対象者 

・過失による 健康被害については、 民事的手続きにより 採血事業者に 対して 損 

害 賠償請求ができるこ とから、 公的な救済制度の 対象者は、 事業者の過失費 

任 が明らかでな い 場合あ るいは無過失の 場合に限られるのではないか。 

・あ るいは、 採血事業者の 過失・ 無 過失を問わず、 救済制度の対象とするか。 
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特金、 ⑤葬祭料などがあ るが、 水制度の給付内容はどのようなものとするか。 

8  費用負担 

・献血者の健康被害救済のための 拠出金は、 特別犠牲の考え 方に立ち、 受益者 

たる患者が負担することが 適当ではないか ( 具体的には、 採血事業者が 血液 

製剤の売り上げの 一定割合を救済の 資金に充てる。 国内献血由来製剤の 製造 

業者にも一定の 拠出を求めることも 考えられる。 ) 
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